
JP 5379397 B2 2013.12.25

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　有効成分として、メトキサジアゾンまたはピラゾロンオレンジを含む、ことを特徴とす
る齧歯類忌避剤。
【請求項２】
　請求項１に記載の齧歯類忌避剤を用いることを特徴とする齧歯類の忌避方法。
【請求項３】
　前記齧歯類忌避剤は、撒布、噴霧、塗布、加熱蒸散、送風式揮散またはくん煙のいずれ
かの手段で用いる、請求項２記載の齧歯類の忌避方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、鼠等の齧歯類に対して有効な忌避剤、および該忌避剤を用いる忌避方法に関
する。
【背景技術】
【０００２】
　鼠、兎、鹿、イタチ、スカンク等の齧歯類は、農作物、花卉、食物等を加害する。そこ
で、従来から、ハッカ油、カプサイシン等を用いて齧歯類を忌避することで、その被害を
防ぐ試みがなされていた。また、これらのほかにも、鼠に対する忌避剤としてニンニク精
油が提案されている（特許文献１）。
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　しかしながら、これら従来の忌避剤には、忌避効果が不十分であったり、その効果に持
続性がないという問題があった。
【０００３】
【特許文献１】特開平７－２８５８２１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　本発明は、このような状況に鑑みてなされたものであり、鼠等の齧歯類に対して十分な
忌避効果を発揮し、しかもその効果の持続性にも優れた齧歯類忌避剤と、これを用いた忌
避方法とを提供することを目的としたものである。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明の齧歯類忌避剤は、有効成分として、２個又は３個の窒素原子を骨格内に有する
複素環（Ａ）、Ｎ－Ｎ単結合（Ｂ）およびアゾ基（Ｃ）からなる群より選ばれる少なくと
も１種を有する含窒素化合物を含む、ことを特徴とする。
　上記構成において、前記複素環（Ａ）は、ピラゾール環、ピラゾリジン環、ピラゾリン
環、ピラゾリジノン環、ピラゾロン環、イミダゾール環、オキサジアゾール環、オキサジ
アゾリジン環、オキサジアゾリジノン環、トリアゾール環からなる群より選ばれる少なく
とも１種であることが望ましい。また、前記アゾ基（Ｃ）は、ナフチルアゾ基、フェニル
アゾ基、トリルアゾ基、ビスアゾ基、クミルアゾ基、キシリルアゾ基およびアニシルアゾ
基からなる群より選ばれるいずれかであることが望ましい。また、前記含窒素化合物は、
メトキサジアゾン、ピラゾロンオレンジ、アゾベンゼンおよびアゾジカルボンアミドから
なる群より選ばれるものであることが望ましい。
【０００６】
　本発明の齧歯類の忌避方法は、前記本発明の齧歯類忌避剤を用いることを特徴とする。
上記構成において、前記齧歯類忌避剤は、撒布、噴霧（エアゾール、全量噴射エアゾール
など）、塗布、加熱蒸散、送風式揮散またはくん煙のいずれかの手段で用いることが望ま
しい。また、上記構成においては、適用場所1～１0ｍ2当たりの有効成分量が１～２０ｇ
となる量の齧歯類忌避剤を用いることが望ましい。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明によれば、鼠等の齧歯類に対して十分な忌避効果を発揮し、その効果の持続性に
も優れた忌避剤を提供することができる。これにより、長期にわたり、より確実に鼠等の
齧歯類を忌避することができるという効果が得られる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００８】
　本発明の齧歯類忌避剤は、２個又は３個の窒素原子を骨格内に有する複素環（Ａ）、Ｎ
－Ｎ単結合（Ｂ）およびアゾ基（Ｃ）からなる群より選ばれる少なくとも１種を有する含
窒素化合物（以下「特定含窒素化合物」と称することもある）を必須の有効成分として含
むものである。詳しくは、この特定含窒素化合物は、少なくとも２個の窒素原子を有する
ものであり、このような含窒素構造によって、齧歯類に対する優れた忌避効果を発揮する
。なお、必須有効成分とする特定含窒素化合物は、１種のみであってもよいし、２種以上
であってもよい。
【０００９】
　前記複素環（Ａ）は、例えば、ピラゾール環（下記構造式（ａ１））、ピラゾリジン環
（下記構造式（ａ２））、ピラゾリン環（下記構造式（ａ３））、ピラゾリジノン環（下
記構造式（ａ４））、ピラゾロン環（下記構造式（ａ５））、イミダゾール環（下記構造
式（ａ６））、オキサジアゾール環（下記構造式（ａ７））、オキサジアゾリジン環（下
記構造式（ａ８））、オキサジアゾリジノン環（下記構造式（ａ９））、トリアゾール環
（下記構造式（ａ１０））からなる群より選ばれる少なくとも１種の複素５員環であるこ



(3) JP 5379397 B2 2013.12.25

10

20

30

40

50

とが好ましく、より好ましくは、オキサジアゾリジノン環またはピラゾロン環であるのが
よい。
【００１０】
【化１】

【００１１】
　前記Ｎ－Ｎ単結合（Ｂ）は、例えば、下記一般式（ｂ）に示すような構造に含まれる結
合であることが好ましい。この式（ｂ）中、Ｒ1～Ｒ4は、各々同じであってもよいし異な
っていてもよく、例えば、水素原子、各種有機基（具体的には、置換基を有していてもよ
いアルキル基、アリール基等の炭化水素基等）が挙げられる。より好ましくは、前記Ｎ－
Ｎ単結合（Ｂ）は、ヒドラジ基やヒドラゾ基に含まれる結合であるのがよい。
【００１２】
【化２】

【００１３】
　前記アゾ基（Ｃ）は、Ｎ原子とＮ原子とが二重結合したものであり、下記一般式（ｃ）
に示すような構造に含まれていることが好ましい。この式（ｃ）中、Ｒ5、Ｒ6は、各々同
じであってもよいし異なっていてもよく、例えば、水素原子、各種有機基（具体的には、
置換基を有していてもよいアルキル基、アリール基等の炭化水素基等）が挙げられる。前
記アゾ基（Ｃ）としては、具体的には、例えば、ナフチルアゾ基、フェニルアゾ基、トリ
ルアゾ基、ビスアゾ基、クミルアゾ基、キシリルアゾ基およびアニシルアゾ基からなる群
より選ばれるいずれかが好ましく挙げられる。ここで挙げたアゾ基は一般的なアゾ色素に
含まれており、アゾ色素（例えば、後述するもの）は特定含窒素化合物として好適に用い
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【００１４】
【化３】

【００１５】
　前記特定含窒素化合物の具体例としては、例えば、
　前記２個又は３個の窒素原子を骨格内に有する複素環（Ａ）を有するものとして、メト
キサジアゾン（下記構造式（Ｉ））やピラゾロンオレンジ（下記構造式（ＩＩ））等；
　前記Ｎ－Ｎ単結合（Ｂ）を有するものとして、ヒドラジン、フェニルヒドラジン、ヒド
ラゾベンゼン等；
　前記アゾ基（Ｃ）を有するものとして、アゾベンゼン（下記構造式（ＩＩＩ））、アゾ
ジカルボンアミド（下記構造式（ＩＶ））、アゾビスイソブチロニトリル、各種アゾ色素
（アマランス、ニューコクシン、サンセットイエロー、リソールルビンＢ、リソールルビ
ン、レーキレッド、レーキレッドＣＢＡ、リソールレッド、リソールレッドＣＡ、リソー
ルレッドＢＡ、リソールレッドＳＲ、ブリリアントレーキレッドＲ、デイープマルーン、
トルイジンレッド、スダンＩＩＩ、パーマトンレッド、パーマネントオレンジ、ベンチジ
ンオレンジＧ、オレンジＩＩ、レゾルシンブラウン、ブリリアントファストスカーレット
、パーマネントレッドＦ５Ｒ、スカーレットレッドＮ．Ｆ、ポンソー３Ｒ、ポンソーＲ、
ポンソーＳＸ、オイルレッドＸＯ、ファストレッドＳ、ハンザオレンジ、オレンジＩ、オ
レンジＳＳ、ハンザイエロー、ポーライエロー５Ｇ、イエローＡＢ、イエローＯＢ、メタ
ニルイエロー、ファストライトイエロー３Ｇ、ナフトールブルーブラックなど）等；が挙
げられる。なお、前記特定含窒素化合物は、例えば複素環（Ａ）であるピラゾロン環とア
ゾ基（Ｃ）の両方を有するピラゾロンオレンジのように、前記含窒素構造を２種以上有す
る化合物であってもよい。
【００１６】
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【化４】

【００１７】
　前記特定含窒素化合物としては、上述した具体例のなかでも特に、構造式（Ｉ）～（Ｉ
Ｖ）で示した、メトキサジアゾン、ピラゾロンオレンジ、アゾベンゼンおよびアゾジカル
ボンアミドからなる群より選ばれるものが、高い忌避効果を発揮する点で好ましい。
【００１８】
　本発明の齧歯類忌避剤においては、上記に例示した特定含窒素化合物のほかに、例えば
、以下に挙げる化合物の１種又は２種以上を有効成分として用いてもよい。すなわち、イ
ミダゾール系化合物（チアペンダゾール、イプロジオン、オキスポコナゾールフマル酸塩
など）、テフルベンズロン、フルフェノクスロン、ヘキサフルムロン、クロルフルアズロ
ン、ジフルベンズロン、チオジカルブ、ベンフラカルブ、アラニルカルブ、フラチオカル
ブ、アセタミプリド、フラメトピル、ネオニコチノイド系化合物（イミダクロプリド、Ｍ
ＴＩ－４４６、チアメトキサムなど）、メチダチオン、ピラクロフォス、シロマジン、エ
チプロール、トルフェンピラド、ジアクロデン、フェンプロキシメート、インドキサカル
ブ、フィプロニル、テブフェンピラド、ピリダベン、ピリミジフェン、クロフェンテジン
、フルアクリピリム、酒石酸モランテイル、ベノミル、トリフルミゾール、プロクロラズ
、ペフラゾエート、トリアジメホン、ピテルタノール、フェンブコナゾール、ミクロブタ
ニル、ヘキサコナゾール、テブコナゾール、プロピコナゾール、ジフェノコナゾール、イ
プコナゾール、イミベンコナゾール、シプロコナゾール、テトラコナゾール、シメコナゾ
ール、エクロメゾール、シアゾファミド等を有効成分とすることができる。
【００１９】
　本発明の齧歯類忌避剤の剤型は、有効成分とする化合物の物性等に応じて、適宜設計す
ればよく、特に限定されないが、例えば、前記有効成分を、溶媒（液体担体）に溶解乃至
分散させたり、固体担体と混合したり、固体担体に吸着又は含浸させるなどして、製剤化
すればよい。勿論、前記有効成分を単独で用いて製剤化することもできる。
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　本発明の齧歯類忌避剤に適用することのできる剤型の具体例としては、例えば、噴霧剤
、噴射剤を使用して噴霧するエアゾール剤、ポンプ剤、塗布剤、加熱蒸散用、送風式揮散
用もしくはくん煙用等のマット（シート）剤、テープ剤、ハニカム剤、液剤、粉剤、顆粒
剤等が挙げられる。
【００２０】
　前記溶媒としては、一般的には、例えば、水、メチルアルコール、エチルアルコール等
のアルコール類、グリコール類、アセトン、メチルエチルケトン等のケトン類、テトラヒ
ドロフラン、ジオキサン等のエーテル類、ヘキサン、ケロシン、パラフィン等の脂肪族炭
化水素類、ベンゼン、トルエン等の芳香族炭化水素類、酢酸エチル等のエステル類、灯油
等が使用できる。これら溶媒は、単独で用いてもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００２１】
　前記固体担体としては、一般的には、例えば、カオリン、タルク、ベントナイト、クレ
ー、珪藻土、炭酸カルシウム、シリカ、ゼオライト等の鉱物質又は無機質粉末、木粉、大
豆粉、小麦粉、澱粉粉等の植物質粉末、パルプ、フェノール樹脂、ポリアミド、ポリブタ
ジエン等のプラスチック、アゾビスイソブチロニトリル（ＡＩＢＮ）、繊維又はゴムの粉
末、樟脳、ナフタレン、パラジクロロベンゼン、トリイソプロピル－Ｓ－トリオキサン、
シクロドデカン、アダマンタン等の昇華性粉末等が使用できる。これら固体担体は、単独
で用いてもよいし、２種以上を併用してもよい。また、その形状は、一般に、簡単な構造
で、通気性の大きいものが好ましく、例えば、ハニカム形状、網形状、スリット形状、格
子形状、もしくは開孔を設けた紙類等の構造のものが挙げられる。
【００２２】
　以下に、本発明の齧歯類忌避剤の調製例を代表的な剤型別に具体的に挙げる。
　（１）噴霧剤：必須の有効成分としてピラゾロンオレンジを１重量部と、その他の成分
としてフェノキシエタノールを０．２重量部とを、担体であるグリコール類／水混合溶媒
（プロピレングリコール／水　＝１０／８８．８（重量比））９８．８重量部に溶解乃至
は分散させ、噴霧容器に収容する。
　（２）噴霧剤：必須の有効成分としてメトキサジアゾンを１重量部と、その他の成分と
して酢酸プロピレングリコールを１０重量部とを、担体であるエタノール８９重量部に溶
解乃至は分散させ、噴霧容器に収容する。
　（３）エアゾール剤：必須の有効成分としてメトキサジアゾンを１重量部と、その他の
成分として酢酸プロピレングリコールを１５重量部とを、担体であるエタノール３４重量
部に溶解乃至は分散させ、噴射剤としてジメチルエーテルを５０重量部加えて、噴射容器
に充填する。
　（４）エアゾール剤：必須の有効成分としてピラゾロンオレンジを２重量部と、その他
の成分としてブチルパラベンを０．３重量部とを、担体であるアルコール類／水混合溶媒
（エタノール／水　＝２８．５／２１．２（重量比））４９．７重量部に溶解乃至は分散
させ、噴射剤としてジメチルエーテルを５０重量部加えて、噴射容器に充填する。
　（５）加熱蒸散用液剤：必須の有効成分としてアゾベンゼンを２重量部と、その他の成
分としてＢＨＴを０．５重量部、乳酸オクチルを１９．５重量部とを、担体である灯油７
８重量部に溶解させ、該溶液に浸るような位置に配された吸液芯と加熱手段（例えば電気
的加熱手段）を備えた容器に収容する。
　（６）加熱蒸散用液剤：必須の有効成分としてメトキサジアゾンを５重量部と、その他
の成分としてＢＨＴを０．５重量部、オレイン酸を０．５重量部、脂肪酸アルミニウムを
５重量部、および酢酸プロピレングリコールを２５重量部とを、担体である灯油６４重量
部に溶解させ、若しくは担体を用いることなくそのままの状態で（すなわち、添加原体と
して０．０１重量％の濃度で色素（緑色２０２号）を添加したメトキサジアゾンを使用）
、加熱手段（例えば電気的加熱手段）を備えた薄型トレイに収容する。
　（７）加熱蒸散用マット：必須の有効成分としてピラゾロンオレンジを２重量部と、そ
の他の成分としてＢＨＴを０．５重量部とを、担体であるアルコール類／水混合溶媒（エ
タノール／水　＝２５／２５（重量比））５０重量部に溶解させ、該溶液中に担体である
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パルプマットを浸漬することにより有効成分を含浸させた後、常温で自然乾燥して、有効
成分含有マットを得る。この場合、得られたマットを、加熱手段（例えば電気的加熱手段
）で高温に保持した板上に載置することで、有効成分を安定して加熱蒸散させることがで
きる。
　（８）加熱蒸散用顆粒剤：必須の有効成分としてアゾベンゼンを１重量部と、その他の
成分としてラウリン酸ヘキシル５重量部とを、エタノール９４重量部に溶解させ、該溶液
を担体であるアゾビスイソブチロニトリル（ＡＩＢＮ）に噴霧することにより有効成分を
含浸させた後、常温で自然乾燥して、有効成分含有顆粒を得る。この場合、得られた顆粒
を、加熱手段（例えば電気的加熱手段）で高温に保持した板上に載置することで、有効成
分を安定して加熱蒸散させることができる。
　（９）送風式揮散用ハニカム剤：必須の有効成分としてアゾベンゼンを５重量部と、そ
の他の成分としてラウリン酸ヘキシル２５重量部とを、エタノール７０重量部に溶解させ
、該溶液中に担体であるハニカム状成形体（材質：紙）を浸漬することにより有効成分を
含浸させた後、常温で自然乾燥して、有効成分含有ハニカム体を得る。この場合、得られ
たハニカム体に、駆動モータにより駆動する送風手段（ファン等）を用いて発生させた気
流を当てることで、有効成分を安定して揮散させることができる。
　（１０）送風式揮散用顆粒剤：必須の有効成分としてメトキサジアゾンを５重量部と、
その他の成分として酢酸プロピレングリコールを３０重量部とを、エタノール２５重量部
に溶解させ、該溶液を担体であるパルプ粒に噴霧することにより有効成分を含浸させた後
、常温で自然乾燥して、有効成分含有パルプ粒（顆粒）を得る。この場合、得られたパル
プ粒（顆粒）に、駆動モータにより駆動する送風手段（ファン等）を用いて発生させた気
流を当てることで、有効成分を安定して揮散させることができる。
　（１１）くん煙用顆粒剤；必須の有効成分としてピラゾロンオレンジを１０重量部と、
その他の成分としてアゾジカルボンアミドを８７．５重量部およびヒドロキシプロピルセ
ルロースを２．５重量部とを混合水練し、顆粒状に成形した後、常温で自然乾燥して、有
効成分含有顆粒を得る。この場合、得られた顆粒をくん煙させることで、有効成分を安定
して揮散させることができる。
【００２３】
　本発明の齧歯類忌避剤に含有させる前記有効成分（前記特定含窒素化合物）の含有量は
、忌避剤の剤型等に応じて適宜決定すればよく、特に制限されない。例えば、有効成分を
分散体や溶液の状態とした剤型（例えば、噴霧剤、塗布剤、加熱蒸散用、送風式揮散用も
しくはくん煙用の液剤など）の場合は、有効成分を０．１～４０重量％、好ましくは１～
２０重量％含有させればよく、エアゾール剤やポンプ剤の剤型とする場合には、有効成分
を０．１～２０重量％、好ましくは０．５～１０重量％含有させればよく、有効成分を固
体の状態とした剤型（例えば、加熱蒸散用、送風式揮散用もしくはくん煙用等のマット(
シート）剤、テープ剤、ハニカム剤、粉剤、顆粒剤など)の場合には、有効成分を０．０
１～４０重量％、好ましくは０．１～２０重量％含有させればよい。
【００２４】
　本発明の齧歯類忌避剤には、所望の剤型に調製する目的で、必要に応じて、塗膜形成剤
、乳化剤、分散剤、展着剤、湿潤剤、安定化剤、噴射剤等の添加剤を配合することができ
る。これらの添加剤としては、例えば、エチルセルロース、ヒドロキシプロピルセルロー
ス、シリコーン、アクリル樹脂、塩化ゴム、石油樹脂、メチルセルロース、酢酸ビニル、
ポリビニルアルコール、ラテックスエマルジョン等の塗膜形成剤、脂肪族モノカルボン酸
塩、直鎖アルキルベンゼンスルホン酸塩、アルキル硫酸塩、ソルビタン脂肪酸エステル、
ポリオキシエチレンアルキルエーテル、ポリエチレングリコール脂肪酸エステル、脂肪酸
アルカノールアミド等の界面活性剤、カゼイン、ゼラチン、アルギン酸、カルボキシメチ
ルセルロース、液化石油ガス、ジメチルエーテル、フルオロカーボン、圧縮ガス等が挙げ
られる。また、例えば剤型をくん煙剤とする場合には、発熱物質（ニトログアニジン、ニ
トロセルロース等）、燃焼を促進させる酸化剤（過塩素酸塩、塩素酸塩、亜塩素酸塩等）
、くん煙剤の燃焼を調整する燃焼調整剤（炭素粉末、澱粉、糖類、セルロース等）などが
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添加剤として配合される。これら添加剤は、単独で用いてもよいし、２種以上を併用して
もよい。
【００２５】
　本発明の齧歯類忌避剤には、さらに、必要に応じて、齧歯類防除剤、殺虫剤、腹足類防
除剤、害虫忌避剤、殺菌剤、防黴剤、香料、酸化防止剤、撥水・撥油剤等を含有させるこ
とができる。例えば、ワルファリンなどの齧歯類防除剤、ピレスロイド系殺虫剤、カーバ
メイト系殺虫剤、有機リン系殺虫剤、フッ素系殺虫剤、昆虫成長制御剤等の殺虫剤、Ｎ，
Ｎ－ジエチル－ｍ－トルアミド、ジメチルフタレート、アミドアミン等の害虫忌避剤、メ
タアルデヒド等の腹足類防除剤、パラクロロメタキシレート等の殺菌剤、ブチルヒドロキ
シアニソール、ジブチルヒドロキシトルエン、トコフェロール、γ－オリザノール等の酸
化防止剤、レモン系、ローズ系、グリーン系等の各種香料、ロウ、油脂、金属セッケン、
フッ素系撥油剤等の撥水・撥油剤等の１種又は２種以上を含有させることができる。
【００２６】
　本発明の忌避方法は、前述した本発明の齧歯類忌避剤を用いるものである。その使用に
あたっては、忌避を要求される齧歯類の生息場所や侵入食害場所、例えば、農作物自体や
それが栽培されている畑、果樹園、花卉等の生育している花壇、植木鉢及びその周囲、一
般家庭や食堂等の厨房、洗面所、ベランダ、物置等に、撒布したり、噴霧したり、塗布し
たり、加熱蒸散や送風式揮散やくん煙などの手段で気化させるなどすればよい。さらに、
別途に有効成分またはこれを含有する紙、布、樹脂、ロープ、金属線、棚、網等を前記の
場所や農作物、花卉などに設置するなどしてもよい。
【００２７】
　本発明の忌避方法において用いる本発明の齧歯類忌避剤の適用量は、齧歯類忌避剤中の
有効成分含有量、忌避剤の剤型や適用方法、適用場所等に応じて適宜決定すればよく、特
に制限されないが、通常、適用場所１～１０ｍ2当たりの有効成分量が１～２０ｇ、好ま
しくは３～１０ｇ程度となる量を目安とすればよい。
【００２８】
　本発明において、忌避の対象とする齧歯類としては、特に限定されないが、例えば、鼠
、兎、鹿、イタチ、スカンク等の齧歯類を挙げることができる。
【実施例】
【００２９】
　以下に実施例において本発明を具体的に説明するが、これらの実施例に限定されるもの
ではない。
　（実施例１）
　アゾジカルボンアミド８８重量部とメトキサジアゾン（３－（２－メトキシフェニル）
－５－メトキシ－１，３，４－オキサジアゾール－２－オン）１２重量部との混練物１０
ｇを有効成分とし、これに、ヒドロキシプロピルセルロースを２ｇ添加し、水を加え練合
し顆粒状に成形して、忌避剤を得た。
【００３０】
　（実施例２）
　メトキサジアゾン（３－（２－メトキシフェニル）－５－メトキシ－１，３，４－オキ
サジアゾール－２－オン）１．０ｇを有効成分としたこと以外は、実施例１と同様にして
、顆粒状の忌避剤を得た。
【００３１】
　（実施例３）
　ピラゾロンオレンジ０．３ｇを有効成分としたこと以外は、実施例１と同様にして、顆
粒状の忌避剤を得た。
【００３２】
　（実施例４）
　アゾベンゼン０．３ｇを有効成分としたこと以外は、実施例１と同様にして、顆粒状の
忌避剤を得た。
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【００３３】
　（実施例５）
　アゾジカルボンアミド１０ｇを有効成分としたこと以外は、実施例１と同様にして、顆
粒状の忌避剤を得た。
【００３４】
　（比較例１）
　ペルメトリンを有効成分とし、水で発熱させる市販のくん煙式忌避剤を、比較用の忌避
剤とした。
【００３５】
　以上の実施例１～５および比較例１で得られた忌避剤の忌避効力を下記の試験によって
評価した。
　＜忌避効力試験＞
　暗室であるＡ室（高さ１ｍ×幅１ｍ×奥行１．５ｍ）と、３００Ｗの照明で照射した明
室であるＢ室（高さ０．２ｍ×幅０．２３ｍ×奥行０．３８ｍ）とをパイプ（内径７ｃｍ
、長さ５０ｃｍ）で連結し、マウスが自由に両室を往復できるように形成した齧歯類忌避
試験装置を用い、忌避効力試験を行った。
　上記齧歯類忌避試験装置においては、マウスは次のような行動をとることを予め確認し
た。すなわち、通常の場合には、マウスは光を嫌う性質を持つのでＢ室には侵入しないが
、Ａ室で忌避剤による刺激を受けた場合には、Ｂ室側へ侵入（移動）する。しかし、Ａ室
で忌避剤による刺激を受けてＢ室へ移動したマウスは、Ｂ室における光を嫌がり、通常し
ばらくすると再びＡ室へ移動する。
【００３６】
　上記齧歯類忌避装置に７週齢のddY系マウス（雄）５頭を放し、Ａ室において各忌避剤
を使用した。そして、忌避剤の使用開始から３０分間の間、各マウスのＢ室への出入りを
観察し、Ｂ室への延べ侵入回数（すなわち、Ｂ室へ侵入したのちＡ室へ戻ったマウスが再
度Ｂ室へ移動した場合にも同様に「１回」と計数した）と、１回の侵入におけるＢ室滞在
時間（Ｂ室へ侵入してからＡ室へ戻るまでの時間）とを計測した。Ｂ室への侵入回数を滞
在時間ごとに纏め、表１に示した。
　なお、忌避剤の使用に際しては、実施例１、５および比較例１の場合にはくん煙させ、
これら以外の場合には４５０℃に熱した板上で加熱して揮散させた。
【００３７】
【表１】

【００３８】
　（実施例６）
　メトキサジアゾン（３－（２－メトキシフェニル）－５－メトキシ－１，３，４－オキ
サジアゾール－２－オン）０．４ｇを５０ｍＬのエタノール中に溶解させ、得られた溶液
にマウス用固形飼料（「マウス、ラット、ハムスター用ＣＥ２」日本クレア製）を６０分
間浸漬することにより有効成分であるメトキサジアゾンを充分に含浸させたのち、４０℃
で１０分間乾燥して、忌避剤含有固形飼料を得た。
【００３９】
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　（実施例７）
　メトキサジアゾンの量を０．４ｇから２．０ｇに変更したこと以外は、実施例６と同様
にして、忌避剤含有固形飼料を得た。
【００４０】
　以上の実施例６および７で得られた固形飼料を用いて摂食忌避効果を下記の試験によっ
て評価した。
　＜摂食忌避試験＞
　マウス飼育用ケージ内に同じ環境条件の薬剤区と対照区を設け、薬剤区には、実施例で
得られた固形飼料を、対照区には、上記実施例６で用いたマウス用固形飼料をエタノール
単独の溶液に実施例６と同条件（浸漬時間、乾燥温度、乾燥時間）で浸漬して乾燥して得
られた固形飼料（無毒餌）を、それぞれ約２０ｇずつ精秤して併置した（このときの重量
を初期重量とする）。また、該ゲージ内において、水はマウスが所望の時にいつでも摂取
できるようにしておいた。このような状態のゲージの中に、７週齢のマウス（雄）４頭を
放ち、１５時間後に各固形飼料を回収してそれぞれ残存重量を測定した（このときの重量
を１５時間後重量とする）。そして、薬剤区、対照区それぞれについて初期重量からの減
量分を摂食量として算出し、下記式に基づき摂食忌避率（％）を求めた。なお、試験はＮ
＝２で行い、平均重量の値を使用した。
　摂食忌避率（％）＝１００－[(薬剤区の摂食量／対照区の摂食量）×１００]
【００４１】
【表２】

【００４２】
　表２から、メトキサジアゾンには摂食忌避効果が認められ、その効果は濃度依存的であ
ることが判る。
【００４３】
　（実施例８）
　アゾジカルボンアミド７７重量部とメトキサジアゾン（３－（２－メトキシフェニル）
－５－メトキシ－１，３，４－オキサジアゾール－２－オン）２０重量部との混練物を有
効成分とし、これに、ヒドロキシプロピルセルロースを３重量部添加し、水を加え練合し
顆粒状に成形して、忌避剤を得た。
【００４４】
　上記で得た忌避剤と比較例１の忌避剤の忌避効力を、暗室であるＡ室の大きさが異なる
齧歯類忌避試験装置を用いたこと以外は、実施例１～５と同様の忌避効力試験によって評
価した。すなわち、ここで用いた齧歯類忌避試験装置は、暗室であるＡ室（高さ２．４ｍ
×幅３．６ｍ×奥行き２．７ｍ）と、３００Ｗの照明で照射した明室であるＢ室（高さ０
．２ｍ×幅０．２３ｍ×奥行０．３８ｍ）とをパイプ（内径７ｃｍ、長さ５０ｃｍ）で連
結し、マウスが自由に両室を往復できるように形成した装置である。忌避剤の使用に際し
ては、忌避剤１０ｇを加熱くん煙装置を用いて蒸散させた。結果を表３に示す。
【００４５】
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【表３】

【００４６】
　以上、本発明にかかる齧歯類忌避剤およびこれを用いた齧歯類の忌避方法について詳し
く説明したが、本発明の範囲はこれらの説明に拘束されることはなく、本発明の趣旨を損
なわない範囲で適宜変更または改善しうるものである。
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